
（別記様式第 4号） 

普及活動検討委員会評価結果及び意見等に対する対応方向 

 

実施月日：令和６年２月１５日（木） 

実施場所：宮城県行政庁舎１００２会議室 

１ 委員 

所   属 氏  名 所   属 氏  名 

公立大学法人宮城大学 川島 滋和 株式会社クボタ 及川 一也 

宮城県農業士会 佐藤 敏充 宮城県農業協同組合中央会 橋本 裕介 

（敬称略、順不同、欠席者除く） 

２ 検討内容 

 検  討  項  目 

(1) 令和５年度の農業革新支

援専門員プロジェクト活動の

取組について 

①農業経営の効率化に向けたアグリテックの活用 

②集落営農組織の体制強化と経営発展 

(2)令和６年度の農業革新支

援専門員プロジェクト活動の

計画について 

①現地実証によるアグリテックの体系的な導入支援 

②土地利用型園芸品目の安定生産に役立つ農業気象データ活用 

 

３ 委員の評価と県としての対応方向 

検討項目 

評価値 

委員 

平均 

評価結果 

（コメント、評価表の要約） 
県としての対応方向 

令和５年度の農業

革新支援専門員プ

ロジェクト活動

（実績） 

①「農業経営の効

率化に向けたアグ

リテックの活用」 

 

 

5.0 

・経営体の特徴に応じたアグリ

テックの長所、短所を洗い出し

たことは、今後の普及活動に向

けた貴重な情報になるだろう。 

・専門家派遣やアグリテック・

セミナーを通じて、民間企業と

生産者のつながりを積極的に作

っている点も高く評価できる。 

・アグリテックを導入した生産

者同士のつながりの拡大も期待

しています。 

アグリテックの開発は日進月歩

であることから、引き続きそれ

ぞれの技術の特徴と活用例を収

集し、普及拡大していきたいと

考えております。 

また、スマート農業推進ネット

ワークによる会員同士のつなが

りをさらに進めて参ります。 

・経営実態をよく見据えて課題

を抽出し、成果品（活用の手引

き）につなげて公開し、県内外

で広く参照されています。ま

た、通信環境の整備に合わせ

て、専門家による助言指導の仕

組みを作り、アグリテックの活

用促進や普及指導員のスキル

アップを図るなど、定性的、定

量的な目標を全て達成してい

ます。 

・現地でのさらなる定着に向け

ては課題も残っていることか

ら、次年度以降、各地において

普及定着を図る過程で、一層の

深掘りに期待します。 

担い手不足や生産者当たりの耕

作面積の拡大により、アグリテ

ックの活用に対する関心が高ま

っております。活用の際の課題

解決に向けて、今回の成果を活

用しながら、定着を図って参り

ます。 



アグリテックを取り入れた大

規模農業者が増加しているの

は良い成果だと思います。より

良い経営が実現されるのを期

待します。 

より良い経営の実現に向けて、

専門家派遣などの支援を通して

アグリテックの有効活用を進め

て参ります。 

アグリテックの活用が必要と

なる中で、様々な技術・システ

ムが開発されています。そのよ

うな中、それぞれ導入費用も大

きく嵩むことから、各生産者・

法人が各々にあったシステム

技術の導入を選択できる指標

のようなものを検討すること

はとても有意義な活動と考え

ます。今後、トータル的（金銭・

労働力等）な費用対効果なども

期待します。 

アグリテックの技術は多岐にわ

たるとともに、活用する生産者

の経営規模や形態にあわせて目

的や効果が異なることから、今

後も活用事例について収集し、

今後の支援に生かして参りま

す。 

令和５年度の農業

革新支援専門員プ

ロジェクト活動

（実績） 

②「集落営農組織

の体制強化と経営

発展」 

 

5.0 集落営農組織の設立に関して、

定款の作成や登記等の事務的作

業は大きな負担になっている。

伴走型支援は有効だと思います

が、ひな形作成やマニュアル化

も同時に進めると普及活動の効

率性が高まると思います。従事

分量配当シミュレーションも経

営改善を促していく上でとても

良い試みだと高く評価できま

す。 

集落営農組織における話し合い

を進める中で、各々の組織の状

況にあわせた定款や規約の具体

的な作成は、大きな負担となっ

ております。今回作成した法人

化支援ガイドブックも活用しな

がら、効率的に普及活動を展開

し、集落営農組織における合意

形成がより進むよう支援して参

ります。 

集落営農組織の課題解決を後

押しする伴走型指導支援モデ

ルを展開し、法人化を推進する

など、定性的、定量的な目標を

ほぼ達成しています。 

法人化を足がかりに、実質的な

経営体質の強化に向け、各地域

普及センターにおいて継続し

て重点指導を行なうと思いま

すが、今後の指導活動の進展に

大いに期待します。 

各集落営農組織においては、合

意形成を得て目的に応じた法人

化がされておりますので、法人

の目的達成と経営安定に向けて

引き続き、支援して参ります。 

指導により、各地の集落営農組

織が法人化したのは高評価に

当たると思います。ただ、大事

なのは形式ではなく、より良い

農業経営だと思いますのでさ

らなる指導でフォローしてい

く必要があると思います。 

これまで、法人化の支援とあわ

せて新規に設立された法人の支

援も行ってきておりますので、

引き続き、新たに設立された法

人の早期の経営安定化に向け取

り組んで参ります。 

集落営農組織の法人化は本県

では、今後も重要な課題と思い

ます。 

今回の事例をもとに普及員の

スキルアップが期待されます。 

法人化後の支援（設立後 5年間

法人化及び法人化後の早期経営

安定化に向けた支援を今後も継

続して行いながら、普及員のス

キルアップとともに、他の法人

への波及効果を目指して行きま

す。   



など）についても今後モデルケ

ースがあればと思います。 

令和６年度の農業

革新支援専門員プ

ロジェクト活動

（計画） 

①「現地実証によ

るアグリテックの

体系的な導入支

援」 

 

4.8 衛星センシングデータから施

肥量を推計しようとする野心

的かつ挑戦的な活動である。収

量コンバインを使い、衛星デー

タの（収量予測）精度を事前に

確認しておく必要があると思

いました。衛星センシングデー

タと収量の関係がより明確に

なれば、普及活動の様々なとこ

ろで活用できると思います。 

アグリテックの技術は、日々新

しく出てきております。その精

度や効果の確認は、活用の上で

必要と考えておりますので、確

認の方法も含めて、協力してい

ただくメーカー様と調整しなが

ら検討していきたいと考えてお

ります。 

３ヵ年で、述べ 13 の体系的な

技術実証事例を作り、その効果

を広く情報発信するものであ

り、成果目標は十分に高く、実

現可能性も高いと考えられま

す。 

各経営体の経営改善目標に寄

り添ってアグリテックを体系

的に導入し、その中でキーテク

の導入効果を幅広い視点から

評価することが重要と思われ

ます。 

「人を活かす」「地域を動かす」

といった普及活動の特徴を前

面に押し出すような取り組み

に期待します。 

アグリテックの導入目的は、経

営体の規模や形態によって様々

であり、課題や目的にあわせて

活用できる実証事例を作り、人

や地域を見据えた普及活動に取

り組んで参ります。 

とても良い指導とは思います

が、これにより生産性が上がっ

た分、出口を見つける意識を持

たせる必要があると思います。 

これまで確認した主な効果は、

労働時間の削減により、軽労化・

省力化が図られております。今

後も、活用によりどのような効

果があるかを確認し、確認でき

た効果を周知し、その活用の普

及に取り組んで参ります。 

令和 5年度の活動を、より深く

検討することに期待いたしま

す。 

特に、RTK基地局の活用は今後、

注視する分野であります。 

令和５年度の成果を活用し、既

存のアグリテック及び新たに開

発された技術の実証などさらな

る事例の収集に取り組んで参り

ます。 

令和６年度の農業

革新支援専門員プ

ロジェクト活動

（計画） 

②「土地利用型園

芸品目の安定生産

に役立つ農業気象

データ活用」 

 

4.3 衛星センシングデータと同様

に、農業気象データを活用した

普及活動は将来的に欠かせな

いものになるだろうと思いま

す。品目や目的を土地利用型園

芸や防除に絞らずに、農業気象

データの活用方法を生産者と

一緒に検討するだけでも十分

に意義ある活動だと感じまし

た。 

農業気象データの活用方法につ

いての情報収集をさらに進め、

検討して参ります。 



露地野菜においてデータ駆動

型栽培管理を導入する上で、そ

の基本となる気象データの活

用手法を探るものであり、幅広

い応用が期待できます。できれ

ば実際の防除技術（例えば防除

適期の見える化とドローンに

よる迅速防除による防除回数

の削減 等）と組み合わせて取

組むことで、わかりやすい成果

として現場の普及指導の改善

につなげることができるので

はないでしょうか。また、成果

指標も内容に応じて設定する

ことが望ましいと思われます。 

データからの予測と発生状況と

実際の防除との関連などにより

検証することは、大変有効であ

ると考えられますので、検証方

法などについて検討して参りま

す。 

データ集めは重要だと思いま

すがそれらをアウトプットし

て活かすことができないと宝

の持ち腐れになると思います。

その辺りを生産者に伝えるこ

とがより重要と考えます。 

データの活用により、最終的に

は収量や品質の確保につなげる

ことが重要であると考えており

ます。そのため、今回の取組を行

う際には、成果の普及を見据え

た計画づくりを行います。 

気象データの活用による防除

方法も検討であり、活用できる

かどうかも含めたデータの蓄

積は、現在の異常気象が多い中

で貴重なものと思います。 

防除には、総合防除（IPM）の考

え方があるので、その１つの検

討材料として活用出来ること

を期待します。 

近年の異常気象により、病害虫

の発生状況も変化しております

ので、総合防除（IPM）の考え方

も視野にいれて検討して参りま

す。 

その他，本県の農

業普及活動に関す

る，御意見，御要望

等 

 農業普及活動は、国・県を中

心とした上意下達型から、農

業生産者を中心にしたネット

ワーク型に移行すべきと考え

ています。普及活動の受益者

である農業生産者の意向や要

望をより反映できる仕組みが

あると良いと感じています。 

一部の地区において、若手生産

者を対象に勉強会と交流会を開

催し、グループ化を図る取組を

行っております。今後も、生産者

同士の交流を促すとともに、要

望等を把握しやすい環境づくり

に取り組んで参ります。 

若手普及職員の育成等におい

て、全国農業改良普及支援協会

の実証事業や、農機・資材メー

カーの先端技術リソース等を

活用してみてはいかがでしょ

うか。 

若手普及職員の育成方法などを

検討する際には、内容に応じて

活用を検討して参ります。 

県内農業の発展のためには、

各団体の連携が必要と思われ

ますので、県・市町村の両段

階において、連携をお願い致

します。 

県内農業の維持・発展のために

は、関係機関の連携がより効果

的と考えておりますので、引き

続き連携を図って参ります。 

 


